
令和 5 年度「人権教育研究指定校事業」事業実施報告書 

委託先（ 福井県 ） 

１．調査研究のテーマ、概要 

調査研究のテーマ 
自分を大切にし、多様な価値観や考え方を持つ他者と共

生する人権教育の在り方 

○調査研究のテーマを設定した目的 

「自分の大切さとともに他の人の大切さを認めること」が人権教育の理念であるとい

う認識に立つと、人権教育の出発点は、ありのままの自分を肯定できる感覚、他者との比

較ではなく、自分の存在に価値があると認め尊重できる感覚を児童たちが持つことであ

ると考える。 

本校の児童は、授業や休み時間には明るく活発な様子が見られるが、定期的に行って

いる生活調査からは自己肯定感の高い児童の割合は決して高いとは言えず、自分のこと

を大切に思う気持ちやありのままの自分に自信を持てない児童が少なからず存在するこ

とがうかがえる。まずは、学びの原動力となる「自分が大切な存在である」という思い

を、児童一人一人に持たせたい。そのためには、人権教育における指導方法の改善・充実

を図っていく必要がある。 

また、本県では年々増加している外国人に対して、外国人児童生徒の受け入れ等の教

育支援など、多文化共生に対応した取組みを進めている。本校でも年々ブラジルをはじ

め東南アジアなどの外国籍児童の転入が増えてきており、日本語指導の充実などを図っ

ている。しかし、本校の児童は小さいころから外国籍の子どもたちと一緒に過ごしてい

るにも関わらず、ポルトガル語などの外国語や異文化などについてはほとんど知識がな

く、学校生活を共にしながらも、お互いのことについて理解が進んでいない現状がある。 

児童が社会人となる近い将来において、様々な文化を持つ国の人々と協働する機会は

今以上に増えていくだろう。よりよい社会をつくるために、児童たちに異文化を尊重す

る態度や異なる習慣・文化を持った人々と共に生きていくための素地を作っていきたい。

この学びは外国人だけにとどまらず、国や性別を超えて児童が学校生活や日常生活の中

で、自他を認め合いよりよい人間関係を築く態度を育むと考える。 

以上のことから、本研究は、児童が自己肯定感を高め、多様な価値観等を尊重して、

様々な人々と共生しながら豊かな人生を切り拓いていけるような人権教育の在り方を探

求することを目的とした。 

○調査研究の概要 

 

 



２．基本情報 

研究指定校の概要 

○学校名 

鯖江市鳥羽小学校 

○これまでの研究指定等の状況 

無し 

○学級数 

17 学級（うち特別支援学級：２学級） 

○児童生徒数（R.5.4.1） 

全校児童：408 名 

○URL 

http://www.sabae.ed.jp/~el-toba/ 

 

○指定理由 

 鯖江市では、「男女共同参画プラン」を作成し、女性が活躍しやすい社会に向けて、

男性の理解と意識改革の推進に取組むとともに、学校教育ではＳＤＧｓを理解する学習

を取り入れることにより､自己肯定感を高め、他者理解を深めながら、互いに認め合い

励まし支え合う学級づくりが行われている。 

 鯖江市鳥羽小学校は、市内で外国籍の児童の割合が高い学校である。その現状から、

多様な価値観や考え方を持つ他者との共生の研究推進を目指している。児童が異文化を

理解することにより、自分の価値を知り、多様な価値観を受け入れて、よりよい人間関

係づくりを実践できる態度を養うこと、家庭・地域との連携を密にし、地域全体で人権

尊重の精神を育むことなど、「外国人」を柱にした人権教育の推進は、県下で先進的な

取組みである。この成果を広く知らしめることで、本県における人権教育のさらなる推

進に寄与すると考える。 

 

  



○取り組んだ人権課題について 

該当するものに○印、最も主要な人権課題１つに◎印を付与  
 

①子供 〇 

②女性  

③高齢者 〇  

④障害者 〇 

⑤同和問題  

⑥アイヌの人々  

⑦外国人 ◎ 

➇-１HIV 感染者等  

➇-２ハンセン病患者等  

⑨刑を終えて出所した人  

⑩犯罪被害者等  

⑪インターネットによる人権侵害 〇 

⑫北朝鮮当局による拉致問題等  

⑬性的指向、性自認  

⑭その他（    ）  

  
 

・人権課題「外国人」について取り組んだこと 

 「異文化理解」について、重点的に取り組んだ。児童が異なる習慣・文化を持った人々

と共に生きていくための素地を養っていけるよう実践を進めた。実践は以下の２点であ

る。 

 まず、委員会活動を中心に様々な国の文化を紹介する活動に取り組んだ。例えば、放送

委員会では様々な国の挨拶を調べ、毎朝の放送で紹介したり、体育委員会では様々な国の

遊びについて調べ、遊んでいる様子を動画にして紹介したりした。このように、食事、掃

除、遊びなど児童にとって身近なジャンルについて様々な国の情報を伝え、興味・関心を

もつことで、異文化理解の促進を図った。 

 次に、人権週間に合わせて全校集会を行い、世界人権デーを紹介することで、異文化理

解の必要性について考えた。近い将来、様々な文化を持つ国の人々と協働する機会は今以

上に増えていく。その際に、コミュニケーションが重要になること、コミュニケーション

をとるためには相手の文化を知る必要があることなどを伝えた。そして、どの国にも「お

はよう」「ありがとう」「さようなら」といった人とつながる言葉があることにふれ、外国

ではどのように話すのかを知ったり、話したりする活動を行った。とくに、本校に在籍し



ているブラジル国籍の児童が、「おはよう」「ありがとう」「さようなら」をポルトガル語

で話し、全校児童も実際に使ってみる場面を設定した。このような機会をもったことで、

本校に複数在籍するブラジル国籍の児童に、ポルトガル語で話しかける児童の姿が増えて

いった。 

 また、職員に対しての研修も行った。本市も年々外国籍児童は増加しているが、隣接す

る越前市には外国人労働者を多数雇用している企業がある関係で、本校に比べて外国籍児

童の在籍率の高い学校が見られる。そこで、本校教員の外国籍児童対応への理解を高める

ために、全校児童の 25％を外国籍児童が占める武生西小学校から講師を招き、外国籍児童

対応の実際や共生に向けた課題などについてお話しいただいた。この研修では、外国籍児

童との共生は決して簡単ではないこと、外国籍児童の抱える生きづらさや生活のしづらさ

に思いを寄せること、児童を支援する基本的な姿勢は国籍の有無に関係なく「あたたか

さ」を持つことなどを学んだ。 

 

  



3．調査研究の内容等 

○調査研究の内容 

①自己肯定感を高め、自他を尊重する気持ちや態度を育成する授業の展開 

仮説：仲間との協働の中で、自分の大切さや相手のよさを知ったり、自分が認められ

ている、役に立っていることに気づいたりする活動を展開することで、自己肯定感が

高まり、相手を尊重する気持ちや態度を養うことができるだろう。 

②人権意識を高める体験活動の工夫 

仮説：多様な立場の人から学ぶために地域へ出かけたり、ゲストティーチャーとして

講師を招いたりして、多様な立場の人から生きた知識や技能を学ぶ体験活動を行うこ

とで、人権意識は高まるだろう。 

③家庭・地域における人権意識の向上 

仮説：保護者や地域の方に授業を公開したり、親子で人権に関する研修を受けたりす

ることを通して、ともに人権について正しい理解と認識を深めることで、家庭・地域

における人権意識が高まるだろう。 

④異文化理解の促進 

仮説：日本の言語や文化に加えて、多様な言語や文化、価値観にふれ、互いを尊重し

ながら学び合うことで、異文化理解や多文化共生の考え方や態度が根付くだろう。 

○実施方法 

①自己肯定感を高め、自他を尊重する活動の展開 

・授業での対話的な学びの充実やコミュニケーション活動の工夫（全学年） 

どのような授業においても、自分の考えや思いを持ち、ペアやグループでの話し合い

などを通して表現・交流する活動を積極的に取り入れた。これにより、考え方の多様性

に気づくとともに、自分の意見を聞いてもらえる安心感を持てたり、互いの良さを見

つけあえたりできることを目指した。また、学習形態も工夫し、対話的な学びの充実も

取り入れた研究授業も実施した。 

・ポジティブ教育の推進（全学年） 

自尊感情を高めるポジティブ教育の推進を図るために、発達段階や校内行事との関連

をふまえた学年ごとの計画表を作成し実践した。全クラスが指導主事訪問や学校公開

日において公開授業を実施した。 

・「いいところ探し」や「ありがとうメッセージ」の交流（全学年） 

各学級の朝の会や帰りの会などの時間を利用して、よいところを伝え合う活動を行っ

た。全員の児童が対象となるよう、日によって伝える児童を決めて取り組んだ。また、

縦割り活動や異学年交流の振り返りとして、上級生に「ありがとうメッセージ」を送っ

たり、お互いにメッセージを交換したりする活動を行った。 



②人権意識を高める体験活動の工夫 

・各学年の体験的な学習 

 

 

 

 

 

 

 

 

このように、いろいろな立場の人の話を聞いたり、実際に体験したりした。多種多様な

立場、世代の人たちとの体験的な活動によって、様々な価値観や考え方に触れ、自他と

もに大切に行動できる態度が身に付くことを目指した。 

③家庭・地域における人権意識の向上 

学校公開日に、ポジティブ教育の授業を全クラスで公開した。道徳とは違った自尊感

情や他者理解に焦点を当てた授業を保護者にも公開することで、家庭への啓発活動に

もつなげた。また、「ありのままに生きる」「うまれてきたことのすばらしさ」といった

テーマによる親子人権講演会を実施することで、児童だけでなく、保護者・家庭地域へ

の啓発活動につなげた。 

④異文化理解の促進 

・人権週間を活用した外国籍児童との交流（全学年） 

人権週間に行った全校集会で、世界人権デーを紹介し、異文化理解の必要性について

考えた。また、本校のブラジル籍児童が「おはよう」「ありがとう」「さようなら」をポ

ルトガル語で話し、全校児童も実際に使ってみる場面を設定した。 

・児童の活動や外国の文化等を伝達する人権教育ブースの常設（全学年） 

委員会活動に外国の文化を紹介する活動を組み込むことで、食事や遊び、あいさつ・掃

除など外国の様々な文化を紹介することができた。例えば、放送委員会は毎朝の放送

の中で「様々な国のあいさつ」を伝える活動に取り組み、たくさんの国のあいさつを児

童に伝達した。また、給食委員会では、様々な国の代表的な食文化を調べて伝達した。

学校内の掲示板などを用いて、委員会で調べた内容を掲示し、児童がいつでも見るこ

とができるようにした。 

 

  

地域の商店や企業と連携した「鳥羽の町たんけん」（１・２年） 

ALT と連携した外国語活動（３年） 

社会福祉協議会と連携した福祉学習、弁護士を活用した「いじめ防止授業」（４

年）、県土木建築協会と連携した土木職業学習（５年） 

地域めがね協会と連携した伝統産業、産地ブランド学習（６年）、携帯会社と連

携した SNS やネットモラルに関する学習（５・６年） 



4．検証・評価・改善・普及 

以下は、令和５年６月と１１月に実施したアンケートの中から、人権に関する項目を

抽出したものである。３年生以上を対象として、「とてもそう思う」「そう思う」と回答し

た児童の割合になっている。なお、２～４の項目は４年生以上の回答となっている。 

 この結果から、児童が外国の様々な文化について知る機会を得たことで、外国のこと

に興味を持てた児童が増えたことが分かる。また、外国の文化を知る必要性や外国の文

化を考えようという態度面、そして進んで調べることができるという技能面についても

顕著な変化が見てとれる。様々な文化を知りたいという思いをきっかけに、さらに異文

化理解や多文化共生の考え方や態度が養われていくものと考える。 

 ５以降は自己肯定感や人権意識に関する項目になっている。これらの項目については、

残念ながら数値的に顕著な変化は見られなかったが、児童の活動後の振り返りや日ごろ

の活動の様子を見ると、「自分にはよいところがあると思うか」「相手の立場に立って、思

いやりのある言葉づかいや行動ができたか」などの項目では、自分自身に対して厳しめ

の評価をしている児童が少なくないことが分かった。これは、それぞれの活動や取組に

おいて、ねらいや目的が児童には明確に捉えられていなかったことや、回数や時間の不

足に原因の一端があると考えられる。その他の項目とも合わせて、今後の課題となった。 

 いじめ認知件数は前年度に比べて５件減少（２月時点）している。いじめの認知をより

広く設定して小さなことでも見過ごさないようにしている中で、減少している点は人権

教育の技能的側面として評価できる。 

 また、本年度の調査研究の成果として、次のようなことがあげられる。 

項目 ６月 １１月 

１ 外国のことに興味を持つことができましたか。 ８５．１％ ８８．６％ 

２ 外国のことを学ぶことは大切だと思いますか。 ７５．８％ ９２．７％ 

３ 外国のことをもっと知ろうと考えることがありま

すか。 

７１．５％ ８２．４％ 

４ 外国のことを進んで調べることができましたか。 ５６．４％ ７６．４％ 

５ 自分には良いところがあると思いますか。 ７３．０％ ７３．６％ 

６ 相手の立場に立って、思いやりのある言葉づかいや

行動ができましたか。 

９０．８％ ８９．６％ 

７ 自分や人を大切にしていますか。 ９７．９％ ９８．５％ 

８ 自分のクラスは、だれと同じグループになっても、

活動できると思いますか。 

８７．５％ ８６．３％ 

９ 自分のクラスは、それぞれの意見や考えを認め合っ

ていると思いますか。 

９２．５％ ９２．４％ 



・各学年において、対話的な授業を行うことができて、児童がお互いに多様な考えを受け

入れ合いながら授業を進めることができた。 

・様々な体験活動を計画的に実施し、多様な価値観を児童に提供することができた。事前

指導を含め、計画的な体験活動の実施は、児童の興味関心を高めて行動変容につなげる

ことができた。 

・人権教育の取り組みは、学校だよりという形で全家庭に配信しており、家庭への働きか

けや啓発活動につなげることができた。 

 一方、課題として次のようなことがあげられる。 

・児童の人権意識を高めることで、様々な人権課題に気づくことができるようになった

が、その解決に向けて行動できてないと感じている児童もいた。 

・異文化理解について、外国の文化を知ることは十分にできたが、交流や共有という点で

は不十分な面があった。 

 今年度は人権教育の取り組みをリーフレットにまとめた。市内の学校においては、取

り組みの成果を具体的に紹介し、各校の人権教育に取り組んでもらえるように働きかけ

る。 

 来年度は今年度の課題もふまえて、対話的な学習の充実を図り、様々な人々から学ぶ

体験的な活動を取り入れた授業づくりを目指していく。また、重点的に取り組む項目と

して、異文化理解をさらに推進していく。具体的には、外国人との交流や全校集会による

交流を増やしていきたい。そして、保護者や地域にも学校の人権教育の取り組みを積極

的に発信し、親子で人権について積極的な理解と認識を深めていけるよう取り組んでい

きたい。 

 

  



５．人権教育に係る年間指導・計画 

 











 
  



６．推進体制（都道府県・指定都市教育委員会を含む 

 

 

○関連資料 

（外国人） 
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